
附 則 

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

 

参考資料 

 

制 定 要 旨 

 

 市町村立学校職員給与負担法の一部改正により、県費負担教職員の給与負担

等が移譲されたことに伴い、関係条例の整備を行うため、この条例を制定する

ものである。 

 

議案第   号 

 

職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 

 

職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり

制定する。 

 

平成２８年１１月２８日提出 

川崎市長 福 田 紀 彦  

 

職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部を改正する条例 

 職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（昭和２６年川崎市条例第４６号）

の一部を次のように改正する。 

第１条中「昭和２５年法律第２６１号」の次に「。以下「法」という。」を

加え、「第２９条第４項」を「第２９条第２項及び第４項」に改め、同条の次

に次の１条を加える。 

（地方公共団体又は国の事務等と密接な関連を有する業務を行う法人） 

第１条の２ 法第２９条第２項に規定する条例で定める法人は、国家公務員退

職手当法（昭和２８年法律第１８２号）第７条の２第１項に規定する公庫等

及び地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第８条第３項に規定

する一般地方独立行政法人とする。 

附 則 

 この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

議案第１７０号



 

参考資料 

 

   制 定 要 旨 

 

地方公務員法第２９条第２項の規定に基づき、退職して派遣された後に復職

した職員について、退職前の事由に関し懲戒処分を行うことができることとな

る派遣対象の法人を定めるため、この条例を制定するものである。 

 

 

 

議案第１７１号 

 

川崎市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 

 

川崎市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり

制定する。 

 

平成２８年１１月２８日提出 

川崎市長 福 田 紀 彦 

 

川崎市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

川崎市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１９年川崎市条例第５３号）

の一部を次のように改正する。 

第２条第２項に次の２号を加える。 

⒀ 特別支援学校業務手当 

⒁ 夜間学級業務手当 

第１５条第１項各号列記以外の部分中「市立高等学校」を「川崎市立学校（川

崎市立看護短期大学を除く。以下「市立学校」という。）」に改め、同項第１

号中「市立高等学校又は川崎市立川崎高等学校附属中学校（以下「市立高等学

校等」という。）」を「市立学校」に改め、同項第２号中「生徒」の次に「、児

童又は幼児（以下「生徒等」という。）」を加え、同項第３号中「生徒」を「生

徒等」に改め、同項第４号中「市立高等学校等」を「市立学校」に、「生徒」

を「生徒等」に改める。 

第１９条を第２１条とし、第１８条を第２０条とし、第１７条第１項中「第


